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１．背景 

近年，全国の公共スポーツ施設では，施設

の老朽化や，自治体の財政悪化を背景に，再

構築と収支改善が全国的な課題となっている．

指定管理者制度下においては，公共性や施設

の設置目的を確保しつつ，利用者数及び収益

の拡大が施設運営に求められている．  

カヌー・スラロームセンターは，東京 2020 大

会を契機に東京都が整備した施設であり，指

定管理者によって運営されている．東京都は，

競技力向上と多目的利用などの設置目標及び

年間来場者数目標を掲げ，定期的にモニタリン

グを実施し，管理運営状況を確認している． 

一方で，同施設は多目的利用の推進ととも

に，スポーツ庁からカヌースラローム競技の競

技別強化拠点として認定を受け，強化指定選

手のトレーニング拠点としても機能している． 

しかし，カヌー・スラロームセンターは，2024

年度時点で来場者数目標に到達しておらず，

施設の維持管理費や投入される指定管理料に

ついて，複数のメディアが課題を指摘するなど，

持続可能性の観点から費用対効果は社会的

関心事となっている． 

指定管理料は，議会において，利用の公共

性・公平性や財政的持続可能性が確認された

上で承認されることから，同施設には，競技利

用と多目的利用を共存させ，公共性・公平性・

財政健全性・設置目的の尊重を果たす運営が

求められている． 

２．目的 

本研究は，国内唯一の人工カヌースラロー

ム施設であるカヌー・スラロームセンターを対象

に，持続可能な運営モデルの構築に向けた知

見を得ることを目的とした．そのため，競技利

用者と一般利用者の評価を，公共性・公平性・

財政健全性・設置目的の尊重の４つの評価軸

から明らかにした．また，行政が掲げる「競技

力向上」と「多目的利用」という設置目的の下で，

利用者の評価やニーズが施設運営にどのよう

に反映されているのかを整理するとともに，現

行の行政評価と，利用者の評価及び運営状況

との関係を整理し，行政評価だけでは把握しき

れない課題を明らかにした． 

３．研究方法 

本研究では，競技利用者と一般利用者の評

価傾向を把握する量的調査と，その評価の背

景を明らかにする質的調査を組み合わせた混

合研究法を用いた．具体的には，利用者への

アンケート調査と，主要な利用者及び指定管理

者へのインタビュー調査を実施した． 

アンケート調査は，調査期間中の施設利用

者を対象として実施し，223件を回収した．設問

は，４つの評価軸に基づき，５件法 14項目と自

由記述１問で構成し，インタビュー調査と共通

の内容とした．分析では，記述統計による利用

者全体の評価傾向を確認した後，競技利用者

と一般利用者とのクロス集計を行い，χ²検定を

用いて利用目的による評価の差異を確認した．

一部の評価項目では，期待度数の条件を満た

さなかったため，評価尺度を再構成し，必要に

応じて Fisherの正確検定を用いた． 

インタビュー調査では，逐語録を意味単位ご

とに区分し，事実内容と評価内容を整理した上

でコード化を行った． 

４．結果 

分析の結果，アンケート調査では，利用者全

体として４つの評価軸は，概ね肯定的に評価さ

れていた．一方で，財政健全性と，公共性・公

平性・設置目的の尊重の一部では，競技利用

者と一般利用者の比較において，有意差が認



  

められた．これらの項目では，いずれも競技利

用者の評価が相対的に低かった．  

インタビュー調査では，安全管理体制やスタ

ッフ対応，制度整備に対して複数の立場から肯

定的な評価が確認された．一方で，競技利用

者を中心に，料金体系や利用区分の複雑さ，

スケジュール情報の更新の遅れ，暑熱環境へ

の対応，導線など，制度そのものや，運用，環

境条件に関する課題が指摘された．これらの

結果から，安全性や，競技利用と一般利用の

両立という観点において共通の価値観が確認

された一方で，競技利用者は，専門性の高い

練習の場を求める傾向があり，相対的に評価

が低くなる結果となった．一方，一般利用者は，

水上スポーツを体験できる場，多様な活動が

可能な施設として肯定的な評価となっているこ

とが示された． 

５．考察 

これらの結果から，同じ評価定義であっても，

利用目的によって，その評価に対する価値や

視点が異なり，評価定義の意味そのものが，

利用者により変化していることが示された．ま

た競技利用者，一般利用者双方のニーズと反

する側面が生じることが明らかとなり，これらを

両立させようとする際には，東京都による制度

的・ハード的な前提条件と，来場者数の拡大と

競技力向上という二重の目標の下で，施設運

営に構造的な矛盾や，トレードオフが生じてい

る状況が示唆された．さらに，東京都が実施し

た 2024 年度のカヌー・スラロームセンターの事

業評価は，最高評価である一方，本研究の分

析結果からは，持続可能に向けた課題も明ら

かになった．このことから現行の行政評価だけ

では，利用者意識やそれに対する運営実態を

十分に捉えきれないことが明らかになった．持

続可能な運営モデルを構築する上で，より実態

に即したモニタリングの重要性が示唆された． 

６．研究の限界 

研究の限界として，調査時期により，評価内

容や利用者構成が変動する可能性がある点，

また，本研究のインタビュー分析において，回

答の重要度までは測定していない点が挙げら

れる．今後は，調査対象を広げ，調査時期を分

散させた継続的な調査を実施することや，評価

項目の重要度を測定する手法を組み合わせる

ことで，より多角的な評価を捉えることができる

と考えられる．また本研究で得られた利用者評

価を指定管理者及び行政による運営改善にど

のように活用していくかについて検討していく必

要がある．さらに，カヌー・スラロームセンター

だけでなく，競技人口の少ない競技を支える施

設の運営に対しても本手法を用いた調査，分

析を行うことで持続可能な運営に資する知見を

蓄積していくことが今後の課題である． 

７．結論 

以上の分析及び考察から，本研究では主に

３つの知見が得られた．第一に利用目的の違

いによる評価の分岐，第二に行政の二重目標

に伴うトレードオフ構造，第三に現行の行政評

価だけでは運営実態を捉えきれない点である． 

これらを踏まえ，カヌー・スラロームセンター

における持続可能な運営モデルの構築に向け

ては，指定管理者の運営努力のみならず，制

度や設備を含めた運営の再設計が必要である

と考えられる．特にインタビューにおいて多く指

摘された暑熱対策は，単なる利用者の要望で

はなく，屋外スポーツ施設に共通する重要な運

営課題である．夏期の営業時間の変更など運

営面での対応を検討することが考えられるが，

条例や運営基準に関わるため，行政を交えた

制度的な調整が必要である．また利用者導線

の改善や地域連携の向上については，隣接す

る葛西臨海公園との連携が重要な課題として

挙げられる．公園はカヌー・スラロームセンター

と異なり，東京都公園条例が適用されているこ

とを踏まえ，行政を交え調整をすることで，地域

一帯の回遊性が高まり双方にメリットが生まれ

る可能性がある． 

これらの取り組みを通して多目的利用と競技

利用を促進できれば，将来的に，利用区分や

利用料金体系についても，実態に即して検討

できる可能性があると考えられる．


